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1 .無意識の意識 一学尊業卑とプロフェッショナル軽袈ー
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長い文化の転統を誇る我が国では、それぞれの時代を通じて学関を尊ぶ気嵐が生き続けてきた。

それは支配属から庶民麗まで階層を超えた共連め気風であり、二宮尊徳の興が示すように、貧閤

の中にあっても学簡を肴求する心構えが最大の美徳として称揚された。

これに比べると、 fなりわいjに関わる f業jは、医者とか右筆とかの特殊な椀を徐けば卑賎な

ものとされた。これは士農工務という身分制度の下層部分と業が麓なり合い、業を諺得すること

は、世過ぎ口過ぎの便法に過ぎないという意識が染み付いてきたからであろう。

r学尊業卑j この意識は、まさに無意識の意識として日本人の心に住み着いている。官尊民卑

はすでに言葉として存在し、我々は折に触れてこれを意識する。私はいま学尊業卑という

提起し、これを我々の意識の中からあぶり出したいと願っている。

個人は社会の中で、職業者通じて一定の役割を果たす。安定して信頼感のある社会を築く iこは、
一つ一つの職業が専門性と費径感に裏付けられた摺入によって担われていなければならない。個

人の社会の中における噂厳は、業を通じて具現される。

学の高い入は、その学のゆえに貴いか?孤立した個人の学は、単なる属性に過ぎfない。その学

が個人を超えて社会的な意味を持つためには、その学を他者に訴えて社会全体の知とするか、あ

るいは自らの業の中にその学を活かして業を高めるかの何れかの途しかない。前者は限られた人

(教育者・研究者)にのみ許される治であり、大多数のものにとって学を活かす途は後者にある。

学と業はこのように一律である。学業とは単に f学び習うことJ(広静苑〉を超えて、「学びそ

れを業に活かすことj でなければならない。むしろ教脊勅語にある f学ヲ修メ業ヲ習ヒ以チ知能

ヲ啓発シ…j という一節が、学業の本来の意味を示している合学校の始まりを入学式と呼び、終

わりを卒業式と呼ぶ。事学式とは呼ばない意味を改めて考える必要がある。

学尊業卑の婦結として、我が国にはプ口アぉツショナノレ(知的専門職業人)を龍、知・尊敬する

気風が低い。医者や弁護士が尊敬されるのは、プロスポーツ選手に桜て、多分に収入の高さに対

する羨望の反映である。社会の機能が日々つつがなく果たされていることを捨で支えている多数

のプロは、軽視、いや無視され続けてきた。

それでも、これまでの民本はそれなりに信頼のおける社会を築いてきたのそれは信人が企業(官

も国営全業)という組織の中に終身雇用という般に守られてすっぽり収まり、企業がそれぞれに

社会に対する棄任を果たしてきたからであろう。いまやその構留は崩壊しつつある。多くの民間

企業はグローパル化して悶絡を失い、震用の殻は一層不確かなものと変わり、個人はもはや全業

の中で安住することは許されなくなってきた。我々は、企業人(組織入〉である前に、先ず掴入

として自立することが求められるようになった。

様々な職種のプ口ががっちりとしたネットワークを組み、それが社会全体を覆い尽くして日々

の安定と信頼を担って行く。そのプロが、世界標準を満たす能力に裏付けられていれば、我々は

2 1世紀の構流であるグローパヲゼ…ションにも綜易に対応してゆくことができる。そのような

社会を実現するためには、学尊業車を撞て、プロブ瓜ツショナル軽視の気風を改めることが先ず

必要である。

2. 高等教育の目的

188 6年 (M1 9)我が国初の国立大学一帝国大学ーが設置されるに当たち公布された帝閣

大学令は、大学の使命を次のように単純明快に規定しているo r第1条 国家の須要に応ずる学術

技芸を教授し、その艦奥を孜究するj

戦後間もない 1947年 (S2 2)新たに学校教育法が制定され、その第6章に大学の目的が



次のように規定された。 f第52条大学は、学街の中心として、広く知識を授けるとともに、深

く等間の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とするj

新しい学校教育法が、戦後の混乱の中でどのような論議の末に制定されたかについて、私は全

く無知でおる。今となって想像するに、おそらくアメヲカ的大学観が色濃く反映されたに違いな

い。第52条の前半部分は、基本的に帯悶大学令第1条と同じである。大学は最高の知を授け、

またそれを研究によって深化発競させる使命を負うことは不変である。

後半部分 f知的、道徳的及び応用的能力を操開させることj については、長らく教膏に携わっ

た私自身を含め、多くの関僚達はこう考えてきた。一人の人間として、知的、道徳的、応F目的に
完成の域に逮することは、これは高等教宵の域を超えて儲入額入が一生かかって追い求める目標

である。したがって U内は学生の自主的努力iこ任せ、大学はこれを支援することしかできない。

アメヲカ的読み方をすれば、後半部分のりの前に、一人のプロフェッショナル/専門職とし

てという摂定がつくはずであるs 一人の医師として、弁議士として、或いは技衛者として、必要
最小哉の知的、道穂的、応用的能力を付与することは大学教育で可能である。我々は、今まで放

してきた大学使命の後半部分を、専門職育成という見地から再生させる必要がある。専門職教

育会、学部教育と大学院教育がどのように分担するかについては、専門によってかなり開きがあ

るむ工学分野では、笛際的にみても学部教脊が技術者という専門職育成に中心的な役割を担って

いる。

大学の教育理念や昌的を定めるのは、大学自身の責任である。我が国の大学では、自指すもの

がリベラルアーツ教育なのか専門義教育なのか鮮明にしていないところが多い。アメリカの大学

は、この点が明確である。一例としてロスアンジェルス郊外にある理工系大学 HarveyMudd 
CollegeのM油田onを紹介する。 rHarveyMudd College seeks加 educateenlrineers. scientists 
and mathematicians well versed in all of the舵 areasand in the humanities and the紛 cial
sciences so tha主theymay assume leaders註ip出土beirfields with a clear understanding of the 
impactoft為的rworkon船 cietY.Jこの大学は学部教脊に特化しながらも、優れた学生を名だたる

研究大学に送り出すことで高い定評がある。そのミッションは、 engineers，scientists and 
mathematiciansを育成することに在ると、まさにprofessionals教育を前面iこ掲げている争

3. 現代社会と技術

現代を特徴付ける最大のものは環境の人工化である。都市においては、建造物、道路、交通機

関、通信網などが空間を埋めつくし、その中での人々の生活も、人工物の道具に支えられてのみ

成立する。このような状説は、近代に始まる技術の進歩を根拠として出現したものであるが、技

術の進歩の中心に技衛者がいる。技衛者は単に技街進歩の推進者であるのみならず、その成果が

人類・社会に及ぼす影響についても強い責任を持つ自律的な行動者でなければならない申

技術者がこのように変化を遂げるとき、技術者の新しい社会的定義が不可欠となる。このこと

が、技術者が社会的に器知された専門職資格を必要とすることの本質的根拠である。

一方、資格制度の確立とともに、このような能力を持つ技術者の教育も、技術の学理を教授す

る工学教育を高E変化するに留まらず、社会的職能集団としての自覚をもっ専門職を育成する技術

者教育の視点を強化する必要がある。このような教育の質的変化と改善を押し進めるために、水

準の高い教宵を実施していることを専門教育プログラムごとに認定する制度の導入が求められる

ようになってきた昏(以上は、 98年 12月の興本学術会議会長談話に基づいたものであるJ
1990年代初頭の冷戦体艇の崩壊を契機として、経務活艶に先導されてグロ…パリゼ…ションの

奔流が始まった。加えて時95年からスタートしたwro(世界貿易機関)体制のもと、モノに続

いてサーゼスの貿易自由化が忽激に進み始めた。サーピスの基本は人でおることから、技衛者の

交流を円滑に進めるための技務者資格の相互承認や、資格の前提条件である技術者教育の間等性

の認定が求められるようになった。この動きに対応するため、我が国の技術者資務制度やその基

盤となる技術者教脊の菌際整合性を高めることが早急に必要となってきた。当面の課題として、

我が国の技術者教育のアカウンタピリチィを高め、その品震を認定して世界標準との互換性をは

かるシステムの確立が求めちれるようになったo

4. 工学教育~ Engineering Education 
我々は長らく、 Engineeringを工学と訳して問者は同等なものと思いこんできた。したがって



Engineering Educationを工学教育、 Facultyof Engineeringを工学部と訳して、その意味する

ところも同じと思ってきた。我々はまず、その誤解を乗り越える必要がある。

工学とは何か? 工学の定義として現在最も一般的な理解は、 8大学工学部を中心とした「工

学における教育プログラムに関する検討委員会j が提示している次のものであろう。

「工学とは数学と自然科学を基礎とし、ときには人文社会科学の知見を用いて、公共の安全、

健康、福祉のために有用な事物や快適な環境を構築することを目的とする主盟であるJ

一方 Engineeringは英語であるから、英語圏の英米の定義が基準になる。アメリカにおける

Engineering Educationの認定団体であるAB E T (Accredi tation Board for Engineering and 

Technology)が与えている定義を、現代に適合するよう一部修正したものが次の表現である。

rEngineeringとは、数理科学、自然科学および人工科学の知識を駆使し、社会や環境に対す

る影響を予見しながら資源と自然カを経済的に活用し、人類の利益と安全に貢献するハード・ソ

フトの人工物やシステムを研究・開発・製造・運用・維持する専門職業J

工学は学問であり、 Engineeringは Professionすなわち専門職業である。工学教育は工学

(Engineering Science)という学問を教える教育であるが、 EngineeringEducationは

Engineering(技術業)としづ専門職業に関わる教育全般を指している。従って、職業の知的基盤

を形作る学理(数理科学、自然科学から設計学のような人工科学までを含む)を学習するに留ま

らず、技術者として必要な判断力と実行力を強化する教育、すなわち教養教育(社会、経済、経

営を含む)、倫理教育、総合力を養う設計教育、コミュニケーションカと自主的学習能力の強化、

実地経験などを含まなければならない。

工学教育と EngineeringEducationにこれだけ大きな事離がありながら、なぜ今までその違い

を放置してこられたのか。それは、我が国に独特なものとして、教育に関してアカデミアと産業

界の暗黙の役割シェアリングがあったからである。大学は知識だけを詰め込んだ素材を供給し、

産業界がそれを一人前の技術者に、それもわが社に適した技術者に育てるという図式のもとでは、

むしろ工学教育の方が望まれてきたのである。

工学教育の改革を訴えるとき、かならず過去の成功談が持ち出される。戦後の驚異的な産業発

展を人材供給サイドから支えた工学教育関係者の自負は、私もその一員であっただけによく理解

できる。しかし時代が変わったのであるo これから求められる人材は、専門の基礎知識を確実に

身に付けているとしづ基本の上に、社会・経済にわたる広い視野、自主性と独創性、問題解決力

などが求められる。教育もそれらの要求に実質的に応えられるよう、単なる知識の詰め込みでな

く、自立してカを発揮できる個としてのプロフェッショナルの育成に重点を切り替える必要があ

る。この転換こそが、我々の教育を世界標準に近づける第一関円である。

Engineeringとし、う専門職業に携わるひとが Engineer(技術者)である。 Engineering

Educationとは Engineerを育成するための教育であることを考えると、これを工学教育と呼ぶ

より技術者教育と呼ぶ方がより内容を直裁的に表現している。世界標準に適合するために求めら

れる教育の改革は、簡単にいえば工学教育から技術者教育への転換である。

5. 評価と認定、機関認定と専門認定

我が国の高等教育機関は、大学設置・学校法人審議会の審査を経て設立が認可される。校地・

建物面積、教育設備、教員の数と質が基準に適合しているか細かくチェックされているから、少

なくとも初期品質については十分な保証がある。関学後は、文部省の視学委員による監査、自己

点検・自己評価による自主的改善、大学基準協会の加入審査・相互評価などを通じて教育の質を

高める仕組みが存在している。しかしこれらの日本的仕組みは品質向上運動としては理解されて
も、定期的な評価によって一定の品質に満たないものを排除するという欧米的な品質保証の感覚

からみると、説得力のある認定システムとは言い難いところがある。

高等教育に関する品質保証は、大きく分けて機関認定(institutionalaccreditation)と専門認定

(professional accreditation)に分類されるo前者は、教育機関ごとに、それが提供する教育の質と、

その質を維持・向上する組織的メカニズムを評価の対象とし、基準に満たないものを排除する。

従って、上述の我が国の品質保証システムは、それらを総合して教育機関認定を目指しているも

のと理解できるが、設置後継続的に最低水準を保証する機能が欠如しているから、国際的な説得

力に欠ける憾みがある。一方、専門教育プログラムごとに、成果(outcomes)に焦点を当てつつ要

求基準を満たしていることを保証する専門認定については、我が国では皆無といって良い。



アングロサクソン系の間々を中心に、技術者教膏の専門認定システムが完儀されている岳アメ

ヲカのABETO帥:I/www.abet.0穏やイギリスのおngineeringCouncil (http://www.engc.org.uk)など

は、国を代表する唯一の組織として技術者教育の噂門認定者行っている。我が闘でも、透明性が

あり説得力のある技術者教育の認定シスチムが必要である。これを怠ると、品質保証もなくノー

ブランドの状況におかれた工学〈技術)系の学生が、国際的な取り決めの中で不利益を被る周聞

がこれから多発する。加えて留学生に対する教育上の魅力も激減するであろう。

6. 技梼者教育の認定 一日本技術者教育認定機構の設立

上述の事態を改善するため、昨年7月に告本工学教育協会と日本工学会が共同し、大学・学協

会・文部省・科学技術庁・通産省・経毘連などの代表が参加するなかで f国際的に通用するこ工ン

ジニア教育検討接員会J(委員長:古)11弘之)をど発足させた。これは、端的に言えば日本版ABET
をどの様に立ち上げるかを検討する組織である。その後準備が進み、本年2月蛤め工学系の学部、

大学および学協会あてに技術者教育認定額度案が配布され、検討の依頼が行われた。またそれを

担当する自本技術者教育認定機構(JapanAccre出tationBoard for Engineering Education， 

JABEE， http://www.kanazawa-it.ac.jp/JA郎防についても、設震を念頭に設立趣旨の説明言行

bれた。これまでに寄せられた意見を参考にしつつ制度と認定機構の修正を行い、本年9A1日

の設立発起人会に続き、 10月8日に JABEEを発足させる日程で準舗が進められているの・設立の趣旨
技術者育成に関わる理工農学系高等教育が f学理 (EngineeringScience)を教授するとともに、

専門職としての技術者を育成するJことを明確に意識し、教育の質を謎続的に高い水準で実現で

きる仕組みを整備するc その手段として、我が国独自の技術者教育プログラムを設定し、その認

定を行う組織として日本技術者教育認定機構を設立する。この機構は、学協会と密接な協力をは

かりつつその岳的を連成するとともに、我が菌を代表する技術者教膏認定団体として、技術者教

育の国際問等性を相互iこ認めあう協定〈ワシントン・アコード)に加盟することを自指す。・審査・認定の主役
技術者教育の基準を設定したり評価を行ったりする認定作業には、分野別の教育・研究者と技

術者の集団である各学協会が主体的な役割を果たさなければならない。大学は認定については

「される樹jであり、主役ではないe 多くの学協会は、英文名に Engineers或いはEngineering
の語を含んでいる。そのような学協会は英文名の精神に立ち返り、後継者養成である技術者教育

器定の作業に深く関与すると共に、大多数を占める会員設術者の専門家としての能力を生漉教育

(Continuous Professional Development， CPD)を通じて守り通すことによって、会員と共存共栄

をはかる境地に一日も早く到達しなければならない。

なお、専門分野をどのように分割するかは、残された最大の問題であるa 単独の学協会が個別

の分野を担当するケース、関連ある学協会が集合体を作って協力しあうケースなど、今後の検討

に待っところが大きい。・認定の目的
1.質的保証社会に対し，技術者教育の質がその要求水準および国擦的水準に達していること

を保証する6

2.技衛者教育の雷際的相互認定などへの対応 理機的相互承認問題等が生乙た場合には本制度

で対応する。

3.認定プロセスを通じた技術者教育の継続的改善単に最低水準に達していることを保証する

だけでなく，教育の質がよち向上することに役立てる。・基本方針
1.4年苦手j理工学系学部および2年の専攻科を持つ工業系高等噂門学校と短期大学の技術者教育

プログラムを蕗定する。数学、物理、化学、生物などの理学や農学に果する学科、コース

であっても、要求基準を溝たす教育プログラムは認定の対象となる。

2.大学の独自性・多様性・革新の陣容となってはならない。

3.強制ではなく，当該学科・噂攻・コ…ス等の希望により実施する8

4.認定基準やプロセスを公表する(透明性の碓保)。

5.権威ある中立的第三者評缶とする。

6.認定されたブ口グラム(学科・コース等)を公表する。



1.認定の有効期限を当面5年とする。

8.公正な一貫性のある評価とするa

9.合理化して，無用の仕事を待らず、なるべく費用をかけない0

10. 本システム自体も周期的に評価して見誼す。・審査方法
1. 認定は自己点検結果をもとにして実地審査により行弘

2. 審査内窓 各大学で独自iこ立てた具体的教育目標iこ基づいて、教育手段(入学者選抜方法，

カリキュラム，教育組織)および教育環境(施設・設備、財源、学費・住居などの支援体制〉

の目標に対する達成度や教育改善方法(自己点検システム、継続的改善システム)を評価す

る。ただし，大学基準協会等との認定と震被するものは不要とする。教育目標の達成度の評

価は各大学でその方法令考え，証拠安示してもらう〈例:試験問題と合否回答街，設計成果，

レポート，ビデオなどの提恭入 なお，大学，学科，時代により各プログラムで具体的目標は

異なるはずであり，その自諜に相応しい入学者選抜方法，教育方法，目標達成度などの評価

方法を各プログラムで工夫してもらうことにより，大学の独自性を出すことが期待される。

3. 審査委員は，関係学協会等から推薦された人の内から委嘱する。なるべく多くの評価専門家

を育てることも考議して，各大学のプログラムにつき少なくとも 1人の経験者を嘗てること

を目標とする。企業関係者も数百人規穫で育てる岱・審査基準
技術者教膏の認定を受けるには、その教育ブ口グラムが、分野を関わず適用される共通基準と、

専門分野ごとに設定される分野別基準を満たす必要がある。共通基準は、現在の試案では以下の

項目を満たすことを求めている。

(a) 人類の幸福・揺祉とは何かについて考える龍カと素養(教養教育を含む〉

(b) 工学的解決法の社会および自然に及ぼす効果、価値に関する理解力や糞任など、技術者と

して社会に対する寅任を自覚する能力(技術者倫理)

(c) 理論的な記述力、口頭発表力、討議などの立ミュニケーション能力

(d) 数学、自然科学および工学的知機会応用できる能力
(e) 自己学習詑カ

の 種々の科学・技術を応用して社会のニ…ズを解決するためのデザイン能力

(g) 与えられた条件下で計踊的に仕事を進める管理能力・成果，印刷物
L 認定結果〈大学・学部・学科あるいは専攻，コース名，と認定の有効期間，和英南方で印掛

公表)

2. 当該学科への認定コメント〈改善点など，非公開)。特に教育を通じて実現された学生の能力

増加(付加錨髄)にたいする評価点を知らせる。良い評緬を得た大学ではこれを積極的に利

用することが期待される。

3. 自己点検評価フォーマット(和英で公表)

4. 審査基準と方法(和英で公表)

γ. 国捺的品質保誕 ーワシントンアお}ド加盟会目指して

技術者教育の国別の認、定システムとは別に、技術者教育の紫的同等性を菌境を越えて相互に承

認し合う協定、いわゆるワシントンアコードが 1989年に締結された。最初はアメヲカ、イギ

リス、カナダ、オ…ストラヲア、エュージーランド、アイルランドの六カ国を代表する技術者教

育認定団体が調印したが、現在は香港が加わっているo 現在、ヲシントンアコード加盟団体によ

り認定された大学の教育プログラム(大学と学科名)が、冊子となって世界中に流布している。

その中に、我が国の大学に関わるものは皆無である。

現様、ワシントンア立ード加盟国はアングロサクソン系あるいは英語閣の諸冨に隈られている。

詩ーロッパ連合を代表する FEANI包uropeanFederatio延 ofNational Engineering Associations， 

http://www.cri.ensmp企Ifeani/)や日本は、これまでオプザ…パーとして接触を保ちながら動向を

ブオ口ーしてきた。間もなく JA斑 Eが立ち上がれば、認定が軌道に乗り始める機会を捉えて、

当然ワシントンアコード正式加盟を申請する。なお、ワシントンアコード加盟団体は、何れも国

家から独立した民の認定間体である。



間もなく導入が始まる APECEngineerは、基礎教育として必ずしも認、定を要求していない。

しかしワシントンアコード加盟国を中心に実現が国られている InternationalEngineerは、基礎

教育について関等性めある認定を要求している。これからますます重要になるグローパルな技術

者資格に我が留の教育を対応させるためには、ワシントンアコードに加盟することが最も確実な
手段であろう。

8. 技籍者の生涯キャリア} ー全体システムの最適化を自指して

プロが議視され、社会の要所要所を責任を持って支える国。そのようなプロのーっとして技術

者がある。技術者が、教脊から始まって経験を議ね、適切な時期に悶際的に認知される我が閣の

技術者資絡を取得し、更に経験を重ねながら、場合によって APECEn説的erや International
Engineerなどの国際技術者資格を敢得する。また自らの知識・能力の擁麗花会防ぐため、資格更

新の要件として継続職業教育(CPD)を義務付けると問時に、仕事を続けながら CPDを受けられる

システムを完備する。

プ口が重視され、生涯にわたって能力を発揮できる社会とするためには、全体システムが護れ

ていなければならない。これまでは、教宵は文部省、技祷士資格は科学技術庁、建築士資格は建
設省、生涯教育は文部省と労働省、技術者の能力アップによる悶際競争力の維持は通疲省といっ

た具合に、省庁信男IJの努力はあっても、システム全体を統ーして見る視点が欠如してきた。これ

は日本のあらゆる分野で共通の現象である。

2 1世紀の開幕を前に、日本の全システムの見直しが迫られている。日本学術会議は、あらゆ

る専門分野にわたる 70万の研究者から選ばれた 210名の会員から構成されており、分野、省

庁を超えた術搬的な調査・審議・検討を行って日本の改革に役立ちたいと願っている。日本学椅

会議吉川弘之会長や第5部(工学)長の私が、技術者資捧やその教育問題に深く関わるのは、こ

のような動機によっている岱

以上

参考用語の意味

技梼業:(engineering) 
engineeringの訳語として f工学j が使われることが多いが，内容が必ずしも対応しないので、

f技術を対象とする専門職業jを簡略化して f技術業jと訳し(科学技術者の倫理、 Harrisら著、

自本技術士会訳、丸善、 1998、p.461訳語解説 参照)、次の意味iこ使う。
数理科学、語絵科学および人工科学の知識を駆使し、社会や環境に対する露響を予見しながら

資源と自然カを経済的に活用し、人類の利益と安全に賞献するハード・ソフトの人工物やシステ

ムを研究・開発・製油・運用・維持する専門職業。

技籍者:(engineer) 
技術業に携わる専門職 我が国では、技術者が技能職から高度な科学技第者にヨぎるまで暖味

な意味づけで広範に使われているので、慣用的な用訟との識別に注意を要する。必要に応じて「専

門職技術者j などを用いることもできるが、今後技補者の社会的認識を、本定義に沿うように積

極的に変えて行く努力が必要である。

専門穣業:(profession) 
社会が必要とする特定の業務に関して、高度な知的議11練と技能に基づいて独占的なサービスを

提供するとともに、独容の論理規程に基づいた吾容機能を備えている職業。

単なる職業(occu手前io肢とは区別される専門職業が満たすべき条件について明確な規定はない

が、知的誘11線、社会サーピス、サーピスの独占権、独自の倫理規範、集毘としての自律機能など

の要件を讃えているものが多い。

専門職:(professional) 
専門職業に携わる者。産師、弁護士、公認会計士、建築家(architect)などは世界的iこ克ても

門職として認知されている。技術者は、一応専門識と克なされるが、独占権や岳律機能が欠けて

いると指摘され、来だボーダーライン上に島る。


